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１ 新型コロナウイルス感染症による影響

２ 第８期計画の中間点検以降における主な政策



新型コロナウイルス感染症による影響（概要）

【参考データ】

2020年度の実質ＧＤＰ成長率（対前年度比） 日本：4.4％減 [出典１]、北海道：5.1％減～6.2％減 [出典２]

景気ウォッチャー調査（2021.8）全国34.7、北海道：36.6 [出典３]

2020年２月以降、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）の影響を受け、インバウンド需要の消失、外出自粛等に伴
う個人消費を中心とした内需の下押し、貿易相手国の経済活動の停止等による外需の大幅減少等により、我が国及び北海道経
済は厳しい状況。一方で、デジタル技術を活用した柔軟な働き方、東京一極集中が変化する兆しなどが現れてきている。

【経済・産業】

・日本の2020年度のＧＤＰは、マイナス成長。北海道の2020年度のＧＤＰは、マイナ
ス成長の見通し。
・全国・北海道の2021年度の景気の現状判断DIは、多くの月で50.0を下回った。

【参考データ】
業績に「マイナスの影響がある」と見込む企業の割合（2021年６月時点）：北海道69.5％ [出典４]

業種別（全国）では、「飲食店」（90.9％）、「医薬品・日用雑貨品小売」（90.0％）、「繊維・繊維製品・服飾品卸
売」（89.9％）、「旅館・ホテル」（87.8％）が高い。 [出典５]

・感染症による影響で業績に「マイナスの影響がある」道内企業は、約７割。
・業種別（全国）では、「飲食店」、「医薬品・日用雑貨品小売」、「繊維・繊維製品・服

飾品卸売」、「旅館・ホテル」は約９割が「マイナスの影響がある」と回答。

【参考データ】
輸出入総額（2020年） 全国：136.2兆円（対前年比12.4％減） [出典10]

北海道：1.1兆円（対前年比29.3％減） [出典11]

北海道産食品輸出額（2020年）：578億円（対前年比13.0％減）。特にホタテガイ（96.4億円減）、ナマコ（8.7億円
減）の影響が大きい。 [出典12]

・2020年の輸出入総額は、全国が12.4％減に対し、北海道は29.3％減。
・北海道は、再輸出品、自動車の部分品、魚介類・同調製品等が減少。
・北海道の食品輸出額は、輸出先国の外食需要の減少等に伴いホタテガイの輸出

単価が下落した影響等により減少。

【参考データ】
2020年対前年比 全 国：倒産 7.3％減、休廃業・解散 14.7％増

北海道：倒産 17.5％減、休廃業・解散 0.3％増［出典７］

・2020年の倒産件数は前年と比べて全国・北海道ともに減少。
・休廃業・解散の企業件数は全国・北海道ともに増加。

【参考データ】
完全失業率（2021年４-６月期）：全国3.0％、北海道2.9％、対前同期比 全国17万人増、北海道１万人減
宿泊・飲食サービス業就業者（2020年対前年比）：全国29万人減（6.9％減）、北海道２万人減（9.1％減） [出典６]

・2020年以降も、全国・北海道ともに完全失業率は上昇傾向。
・2020年の宿泊業・飲食サービス業（北海道）の就業者は、前年から２万人減少（対
前年比9.1％減）。

経済の状況、今後の見通し ＊９～11頁 企業業績 ＊12頁

雇用 ＊13,14頁 倒産等 ＊15頁

【参考データ】（全国）
外食産業の業態別売上高（2020年対前年比） 全体15.1％減、うちパブレストラン／居酒屋：49.5％減 [出典８]

インターネットを利用した食料支出（１世帯当たり） （2020年１月）2,154円 → （2021年６月）4,222円 [出典９]

・北海道は感染症の影響により厳しい状況にあるが、個人消費は持ち直しの動き。
生産活動は緩やかに持ち直しの傾向。

・観光は旅行自粛・入国制限等により厳しい状況。
・2020年の外食産業の売上げは、対前年比約15％減。パブレストラン／居酒屋は
対前年比49.5％減。

・2020年以降、フードデリバリー、インターネットを利用した食料支出額が増加。

個人消費等 ＊16～23頁（観光は32～35頁） 輸出入 ＊24～27頁
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【地域・暮らし】

【参考データ】
転出超過数（北海道）：（2019年）7,760人 → （2020年）1,675人。うち、関東への転出超過数が4,880人減
札幌市から道外への転出が大きく減少し、2020年の札幌市の転入超過数が1,397人増加 [出典24]

東京都の2020年４月の転入超過数 前年同月比：48％減 [出典25]

・2020年の北海道から道外への転出が大幅に減少。
・東京都の転入超過も大幅に減少。

【参考データ】
2020年対前年比 全国 4.9％減、北海道 6.6％減 [出典26]

・2020年の妊娠届出数が大幅に減少。

【参考データ】（全国）
テレワークの実施率（2021年４-５月）：全国30.8％、東京都23区53.5％ [出典28]

地方移住への関心（東京都23区、20歳代）＊「強い関心がある」～「やや関心がある」の回答
（2019年12月）38.9％ → （2021年４-５月）48.2％ [出典28]

・2020年以降、全国、北海道ともテレワークの実施率が上昇。
・感染症の影響により、地方移住への関心を持つ人が増加。

【参考データ】（全国）
コロナ禍において内食が増加：33.4％、中食が増加：25.2％（2020年10-11月調査） [出典27]

・自宅での内食・中食が増加する一方、外食が減少。

【参考データ】（北海道）
鉄道旅客数：（2019年度）37,295万人 → （2020年度） 26,732万人 [出典22]

乗合バス輸送人員：（2019年度）17,626万人 → （2020年度）12,341万人 [出典23]

ハイヤー・タクシー輸送人員：（2019年度）8,451万人 → （2020年度）4,902万人 [出典23]

【参考データ】
高速道路(北海道）：（2019年度）182,680台／日 → （2020年度）146,105台／日 [出典13]

一般国道（北海道）：（2020年４月の例） 対前年同月比 小型車：41.6％、大型車：90.9％ [出典14]

自動車貨物輸送量：（2020年１～９月） 対前年同期比 全国 10.8%減、北海道 8.8％減 [出典15]

鉄道貨物輸送量：（2020年） 対前年比 全国 7.6%減、北海道 1.4％減 [出典16]

航空貨物輸送量：（2020年） 対前年比 全国（国際） 14.9％減、（国内） 32.2％減 [出典17]

北海道（国際） 42.6%減、（国内） 30.3％減 [出典18]

内貿貨物量：（2020年） 対前年比 全国 11.9％減、北海道 12.5％減 [出典19] ・2020年度の公共交通機関の旅客数・輸送人員は減少傾向。

交通量・輸送人員等（北海道） ＊36頁

物流 ＊28～31頁

・2020年2月～2021年6月の国道の大型車の交通量は、概ね前年の９割で推移。
・2020年の自動車・鉄道・航空・内貿に係る貨物量は対前年で減少傾向。

2021年の航空貨物（国際）の貨物輸送量は、全国・北海道ともに増加で推移。

人口移動 ＊38～40頁 少子化の懸念 ＊41頁

生活への影響 ＊42～45頁

地方移住への関心等 ＊46～48頁

【参考データ】
来道外国人旅行者数：（2019年）301万人 → （2020年）53万人（248万人減） [出典20]

観光入込客（道外日本人客）：（2019年）640万人 → （2020年）261万人（379万人減） [出典21]

・2020年の来道外国人旅行者数は、53万人（対前年比82.4％減）。
・2020年の道外日本人観光客は、261万人（対前年比59.2％減）。

観光 ＊32～35頁
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[出典１]：内閣府「四半期別GDP速報（2021年4-6月期 2次速報値）（令和３年９月８日公表）」

[出典２]：北洋銀行「2021年度北海道経済の見通し<改訂>」（令和３年８月12日公表）及び北海道銀行「北海道経済の見通し（2021年度年央改訂）」（令和３年８月２日公表）

[出典３]：内閣府「景気ウォッチャー調査」

[出典４]：株式会社帝国データバンク札幌支店「新型コロナウイルス感染症に対する道内企業の意識調査（2021年６月）」

[出典５]：株式会社帝国データバンク「新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査（2021年７月）」

[出典６]：総務省「労働力調査」

[出典７]：東京商工リサーチ「企業倒産状況」、「2020年北海道内の『休廃業・解散企業』動向調査」

[出典８]： （一社）日本フードサービス協会「外食産業市場動向調査」

[出典９]：総務省「家計消費状況調査（全国（二人以上の世帯） 支出金額）」

[出典10]：財務省「貿易統計 令和２年分（確々報）」

[出典11]：函館税関「令和２年分 北海道外国貿易概況（速報）」

[出典12]：北海道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告書」

[出典13]：NEXCO東日本「高速道路の月別通行台数」

[出典14]：北海道開発局調べ

[出典15]：国土交通省「自動車輸送統計調査」

[出典16]：国土交通省「鉄道輸送統計調査」

[出典17]：国土交通省航空局「空港管理状況調書」

[出典18]：国土交通省航空局「空港管理状況調書」

[出典19]：国土交通省「港湾統計（港別集計値）」

[出典20]：日本政府観光局「訪日外客数」、北海道「北海道観光入込客数調査報告書」

[出典21]：北海道 「北海道観光入込客数調査報告書」

[出典22]：国土交通省「鉄道輸送統計調査」

[出典23]：北海道交通政策局交通企画課「北海道の交通の状況」、北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸 令和元年版」、「北海道の運輸の動き 月報（令和３年７月発表）」

新型コロナウイルス感染症による影響（概要）

[出典24]：【道内】 北海道総合政策部情報統計局統計課「北海道住民基本台帳人口移動報告」

【道外】 転入： 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

転出： 北海道総合政策部情報統計局統計課「北海道住民基本台帳人口移動報告」

[出典25]：総務省「住民基本台帳人口移動報告」

[出典26]：厚生労働省「妊娠届出数の状況について」（令和３年８月27日）

[出典27]：（一社）Ｊミルク「牛乳乳製品に関する食生活動向調査2020」

[出典28]：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和３年６月４日）

【地域・暮らし】

【経済・産業】

＜出典一覧＞
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１ 新型コロナウイルス感染症による影響

Ⅰ 新型コロナウイルス感染者数推移（全国、北海道）

Ⅱ 経済、産業の主な影響

Ⅲ 地域、暮らしの主な影響
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【Ⅰ-１】 新型コロナウイルスの感染者数推移（全国）

• 2021（令和３）年10月５日現在、国内での新型コロナウイルス感染症の感染者は延べ約170万人。

（人） （万人）新型コロナウイルス陽性者数推移（全国）

注： 令和３年10月５日現在
出典：厚生労働省HPから北海道局作成
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R2.4.16
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（全国を対象）
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染症緊急事態宣言

R3.4.25
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R2.5.25
緊急事態解除宣言

R3.6.21
新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の期間
延長及び区域変更（沖縄県を除いて解除）
まん延防止等重点措置地域の適用（東京都ほか）

R3.7.12
新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言の
期間延長及び区域変更（東京都、沖縄県）

R3.9.30
緊急事態措置終了
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新型コロナウイルス陽性者数推移（北海道）

【Ⅰ-２】 新型コロナウイルスの感染者数推移（北海道）

• 北海道における新型コロナウイルス感染者数は、2020（令和２）年１月下旬からこれまで（2021（令和３）年10月６日現在）延べ
約６万人。このうち札幌市はおよそ６割で約３万７千人。

• １日当たり最大の新規感染者数は、2021年５月21日の727人（うち札幌市は427人）。

（人） （人）

注： 令和３年10月６日現在
出典：北海道HP、札幌市HPから北海道局作成
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R3.5.16
緊急事態宣言区域変
更（北海道）

R2.5.25
緊急事態解除宣言

R3.6.21
まん延防止等重点措置
地域の実施（北海道）
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まん延防止等重点措置地
域の実施（北海道） R3.7.11

まん延防止等重点
措置地域の終了
（北海道）

R3.8.27
緊急事態宣言区域
変更（北海道）

R3.9.30
緊急事態措置終了



１ 新型コロナウイルス感染症による影響

Ⅰ 新型コロナウイルス感染者数推移（全国、北海道）

Ⅱ 経済、産業の主な影響

Ⅲ 地域、暮らしの主な影響
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【Ⅱ-１】 日本経済の状況、今後の見通し（全国）

• 2021年度のＧＤＰ成長率は、実質で3.7％程度、名目で3.1％程度と見込まれる。感染拡大防止のために経済活動を抑制して
きたこともあり、年度前半は緩やかな回復となるが、公的支出により経済を下支えする中で、ワクチン接種の促進等もあって
サービス消費が回復に向かい、輸出や設備投資の着実な増加とあいまって、年度後半に回復ペースが速まり、ＧＤＰは2021
年中にコロナ前の水準を回復することが見込まれる（「令和３（2021）年度内閣府年央試算のポイント」（内閣府））。

• 2021年４－６月期の実質ＧＤＰ（国内総生産）の成長率は、財貨・サービスの純輸出（輸出－輸入）、民間在庫変動、公的固
定資本形成がマイナスに寄与したものの、民間最終消費支出、民間企業設備、民間住宅、政府最終消費支出がプラスに寄
与したことなどから、前期比で0.5％増（年率1.9％増）となった（２四半期ぶりのプラス）。また、名目ＧＤＰ成長率は前期比で
0.1％減となった（２期連続のマイナス）（「四半期別GDP速報（2021年4-6月期 2次速報値）（令和３年９月８日）」（内閣府））。

出典：内閣府「月例経済報告 主要経済指標」（令和３年９月）

出典：内閣府「月例経済報告 主要経済指標」（令和３年９月） 9

我が国経済の主要経済指標
（実質値、季節調整済前期比、（ ）内は寄与度、％）

実質・名目GDPの推移
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【Ⅱ-２】 日本経済の状況、今後の見通し（全国）

• 景気の現状判断DIは、2020年はほぼ全期間で50.0を下回って推移し、2021年もこれまでは50.0を下回っている。

景気ウォッチャー調査 (季節調整値) (全国) 企業短期経済観測調査 (全国)

出典：内閣府「景気ウォッチャー調査」から北海道局作成 出典：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」から北海道局作成

2020年は10月を除いて現状
判断DIが50.0を下回った。 2020年は全期を通じて

DIがマイナスで推移

10

※景気の現状判断DI
景気の現状判断ＤＩ（季節調整値）とは、景気の現状に対する５段階の判断に、それぞれ以下の点数を与

え、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて、原数値ＤＩを算出し季節調整を加えたもの。
家計動向、企業動向、雇用等、代表的な経済活動項目の動向を敏感に反映する現象を観察できる業種

の適当な職種の中から選定した 2,050 人を調査客体としている。通常は回答に占める「（やや）良くなってい
る」の割合が高くなると判断DIの原数値は100に近づき、回答に占める「（やや）悪くなっている」の割合が高
くなると、判断DIの原数値は０に近づく。

評価 良くなっている
やや良くなっ

ている
変わらない

やや悪くなっ

ている
悪くなっている

点数 +1 +0.75 +0.5 +0.25 0



29.6

44.2

52.6

42.8

33.9

47.7
47.3

36.6

0

10

20

30

40

50

60

2019 2020 2021

-11
-6

-40

-30

-20

-10

0

10

20

3月 6月 9月 12月

2019 2020 2021

【Ⅱ-３】 北海道経済の状況・見通し（道内総生産成長率、景気の現状判断DI等）

• 2020年度の道内実質経済成長率は、５～６％前後のマイナス成長の見通し。

• 2021年度については、３％前後のプラス成長の見通し。

• 景気の現状判断DIは、2020年はほぼ全期間で50.0を下回って推移し、2021年もこれまで３月を除き50.0を下回っている。

景気ウォッチャー調査 (季節調整値) (北海道) 企業短期経済観測調査 (北海道)

出典：内閣府「景気ウォッチャー調査」から北海道局作成 出典：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」から北海道局作成

2020年は10月を除いて現状
判断DIが50.0を下回った。 2020年は全期を通じて

DIがマイナスで推移

2019年度
前年度比伸率
（実績見込）

2020年度
前年度比伸率

（見通し）

2021年度
前年度比伸率

（見通し）

0.1～0.4% ▲5.1～▲6.2% 3.0～3.1%

道内実質経済成長率の見込み及び見通し

注 ：いずれも推計値
出典：北洋銀行「2021年度北海道経済の見通し<改訂>」（令和３年８月12日公表）及び北海道銀行「北海道経済の見通し（2021年度年央改訂）」（令和３年８月２日公表）を基に北海道局作成
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出典：株式会社帝国データバンク札幌支店「新型コロナウイルス感染症に対する道内企業の意識調査（2021年６月）」

【Ⅱ-４】 企業業績への影響

• 道内企業の新型コロナウイルス感染症による業績への影響について、「既にマイナスの影響がある」企業は61.6％で、「今後
マイナスの影響がある」企業と合わせると全体の約７割となっている（2021年６月、北海道）。

• マイナスの影響がある業種は飲食店が最も高く90.9％、次いで医薬品・日用雑貨品小売（90.0％）、繊維・繊維製品・服飾品
卸売（89.9％）、旅館・ホテル（87.8％）などとなっている（2021年７月、全国）。

出典：株式会社帝国データバンク「新型コロナウイルス感染症に対する企業の意識調査（2021年７月）」

新型コロナウイルス感染症による業績への影響（2021年６月、北海道）
（全国）

12
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【Ⅱ-５】 有効求人倍率・失業率の推移

• 月間有効求人倍率（常用）は、全国、北海道ともに2019（令和元）年12月以降低下し、 2020（令和２）年５月頃からは横ばい傾
向。2021（令和３）年６月に全国は0.97倍、北海道は0.96倍。

• 完全失業率について、全国は2019（令和元）年10－12月期以降、北海道は同年７-９月期以降上昇傾向となり、2021（令和
３）年４-６月期において全国は3.0％、北海道は2.9％。

• 2021（令和３）年４-６月期の完全失業者数は、前年同期比で全国は17万人増加。

月間有効求人倍率（常用）の推移（全国・北海道）
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出典：北海道労働局「レイバーレター」から北海道局作成

完全失業者数・完全失業率の推移（全国・北海道）

出典：総務省「労働力調査」から北海道局作成
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【Ⅱ-６】 就業者数の推移

• 就業者数について、全国、北海道ともに2019年まで増加傾向にあったが、2020年は減少（対前年比全国0.7％減、北海道
1.5％減）。

• そのうち、宿泊業・飲食サービス業について、全国、北海道ともに2019年まで就業者数が増加してきたが、2020年には全国で
29万人減（6.9％減）、北海道では２万人減（9.1％減）。2021年も引き続き減少傾向で推移。

（万人）

就業者数の推移（全国） 就業者数の推移（北海道）
（万人）

注１： 就業者数は2020年まで年平均
注２： 2021年の対前年比（宿泊業・飲食サービス業）は対前年同期比（2020年第1四半
期（Q'1）就業者（同左）は363万人、第2四半期（Q'2）は368万人）
出典：総務省「労働力調査」から北海道局作成 14
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注： 2021年の対前年比（宿泊業・飲食サービス業）は対前年同期比（2020年第1四半期
（Q'1）就業者（同左）は18万人、第2四半期（Q'2）は22万人）
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【Ⅱ-７】 倒産・休廃業・解散の推移

• 2020（令和２）年の倒産件数は、全国が7,773件（対前年比7.3％減）、北海道が175件（対前年比17.5％減）と減少。

• 一方、休廃業・解散の企業件数は、全国が49,698件（対前年比14.7％増）、北海道が2,225件（対前年比0.3％増）と増加。

倒産、休廃業・解散件数の推移（全国） 参考：企業数 約360万

49,698
（前年比
：14.7%)

7,773
（前年比
：▲7.3%)

倒産、休廃業・解散件数の推移（北海道） 参考：企業数 約14万

2,225
（前年比
：0.3%)

175
（前年比
：▲17.5%)

令和２年産業別の倒産、休廃業・解散件数（北海道）

件数 前年比(%) 件数 前年比(%)
農・林・漁・鉱業 13 225.0 45 ▲ 25.0
建設業 27 ▲ 32.5 443 5.2
製造業 14 ▲ 30.0 172 5.5
卸売業 21 ▲ 32.3 200 ▲ 8.3
小売業 25 ▲ 13.8 359 ▲ 9.3
金融・保険業 1 - 39 0.0
不動産業 6 0.0 143 ▲ 11.7
運輸業 10 ▲ 28.6 50 22.0
情報通信業 0 ▲ 100.0 58 ▲ 4.9
サービス業他 58 ▲ 10.8 716 8.8

倒産 休廃業・解散

注１：倒産は、法的整理、私的整理した企業。件数は、そのうち、負債総額1,000万円以上。
注２：休廃業・解散は、倒産以外で事業活動を停止した企業。

出典：東京商工リサーチ「企業倒産状況」、「2020年北海道内の『休廃業・解散企業』動向調査」から北海道局作成

（年）

（年）
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令和２年産業別の倒産、休廃業・解散件数（全国）

件数 前年比(%) 件数 前年比(%)
農・林・漁・鉱業 109 26.8 591 9.0
建設業 1,247 ▲ 13.6 8,211 16.9
製造業 915 ▲ 10.6 5,518 10.5
卸売業 1,065 ▲ 6.8 4,735 9.7
小売業 1,054 ▲ 14.3 6,168 7.3
金融・保険業 30 25.0 1,817 41.6
不動産業 251 0.0 3,744 17.2
運輸業 227 ▲ 10.6 837 15.5
情報通信業 279 ▲ 22.1 2,453 8.2
サービス業他 2,596 1.1 15,624 18.0

倒産 休廃業・解散

※「新型コロナウイルス」関連倒産は1,569件（令和２年２月以降、令和３年６月１日現在累計）
出典： 東京商工リサーチHP

※「新型コロナウイルス」関連倒産は65件（（令和２年２月以降、令和３年６月１日現在累計）
出典： 東京商工リサーチHP
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【Ⅱ-８】 販売額の推移（百貨店・スーパー・コンビニエンスストア）

• 個人消費について、全国では百貨店が2019（令和元）年10月以降17か月連続、コンビニエンス・ストアが2020（令和２）年３月
以降12か月連続で対前年同月比がマイナスとなっており、特に百貨店は2020（令和２）年４月に71.1％減少、翌５月に63.6％
減少。

• 北海道では、百貨店が2020（令和２）年２月以降13か月連続、コンビニエンス・ストアが同年10月以降５か月連続で対前年同
月比がマイナスとなっており、特に百貨店は同年４月に63.0％減少、翌５月に75.0％減少。

百貨店・スーパー・コンビニ販売額の推移（全国） 百貨店・スーパー・コンビニ販売額の推移（北海道）
（億円） （億円）（%） （%）

出典：経済産業省「商業動態統計」から北海道局作成 16出典：経済産業省「商業動態統計」から北海道局作成

（百貨店） （百貨店）

158.3 99.7
116.3
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【Ⅱ-９】 販売額の推移（専門量販店）

• 2020（令和２）年の専門量販店の販売状況は、全国、北海道ともに９月は大幅に落ち込んだものの（例：家電大型専門店（全
国）の対前年比29.0％減少、同（北海道）33.8％減少）、多くの対前年同月比はプラスで推移。

• 特にドラッグストアについては、全国、北海道ともに2020（令和２）年上半期（１月～６月）は対前年同月比がプラスで推移。

17

専門量販店販売額の推移（全国） 専門量販店販売額の推移（北海道）
（億円） （億円）（%） （%）

出典：経済産業省「商業動態統計」から北海道局作成

（家電）
（家電）

出典：経済産業省「商業動態統計」から北海道局作成
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【Ⅱ-10】 鉱工業指数の推移

• 全国については、2020（令和２）年４月及び５月に生産指数（2015(H27)=100)の対前年同月比が大幅に減少。その後も2021
（令和３）年２月まで対前年同月比はマイナスで推移。

• 北海道については、2020（令和２）年３月以降、低調に推移していた生産指数がさらに減少（2020（令和２）年５月対前年同月
比17.2％減少）。その後回復基調となったものの、対前年同月比は2021（令和３）年２月までマイナスで推移。在庫指数につ
いて、2020（令和２）年２月頃から対前年同月比は一時的に増加し、同年９月からマイナスで推移。

鉱工業指数（季節調整値、H27=100）の推移（全国） 鉱工業指数（季節調整値、H27=100）の推移（北海道）
（%） （%）

出典：北海道経済産業局「北海道鉱工業生産動向」から北海道局作成出典：経済産業省「鉱工業指数」から北海道局作成

減少 減少

18



0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

R2.1月 R2.3月 R2.5月 R2.7月 R2.9月 R2.11月 R3.1月 R3.3月 R3.5月 R3.7月

外食産業の業態別売上高（前年比）

全 体 ファストフード

ファミリーレストラン パブレストラン／居酒屋

ディナーレストラン

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

食品スーパーの売上高

食品合計（R1） 食品合計（R2） 食品合計（R3）

うち生鮮3部門（R1） うち生鮮3部門（R2） うち生鮮3部門（R3）

34%

-4%
28%

204%

104%
75%

23%
44% 39%

68%
46%

81%

132%

46% 49%

159%

95%

-50%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

R2.2月 R2.4月 R2.6月 R2.8月 R2.10月 R2.12月 R3.2月 R3.4月 R3.6月

外食事業者のデリバリー部門売上高増加率（前年比）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

インターネットを利用した食料支出

R1 R2 R3

【Ⅱ-11】 食品販売面での影響（全国）

• 内食や中食の増加に伴い、食品スーパーの売上高、フードデリバリーの売上高、インターネットを利用した食料支出が増加。

• 外食産業の売上高については、テイクアウト・デリバリー需要に支えられたファストフードの減少幅が小さい一方、パブレスト
ラン／居酒屋などの減少が大きく、 2020（令和２）年は全体では15.1％減少。

（億円）

食品合計：前年比106.6％(R2)

生鮮3部門：前年比108.8％(R2)

パブレストラン／居酒屋：
前年比50.5％(R2)

出典：（一社）日本フードサービス協会「外食産業市場動向調査」から北海道局作成

注 ：調査対象：食品を中心に取り扱うスーパーマーケット270社 生鮮３部門：青果、水産、畜産の合計
出典：（一社）全国スーパーマーケット協会、（一社）日本スーパーマーケット協会、オール日本スーパーマーケット協会

「スーパーマーケット販売統計調査」から北海道局作成

（円/世帯）

出典：総務省「家計消費状況調査（全国（二人以上の世帯）支出金額）」から北海道局作成

出典：外食・中食 調査レポート（NPD Japan, エヌピーディー・ジャパン調べ）から北海道局作成
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全体：前年比84.9％(R2)
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【Ⅱ-12】 米に対する影響（全国）

出典：農林水産省「⽶穀の取引に関する報告」から北海道局作成 20

R2（小売事業者向け）
年平均：105％

R2（合計）
年平均：98％

R2（中食・外食事業者
等向け）

年平均：88％

• 2020（令和２）年の全国の米穀販売事業者における米の販売数量は、中食・外食事業者等向けが対前年比88％に低迷した
一方、小売事業者向けが105％と増加し、全体としては98％で推移。2021（令和３）年も同じ傾向で推移。
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【Ⅱ-13】 牛肉・豚肉に対する影響

• 2020（令和２）年２月以降、インバウンド需要や外食需要の減少により、牛肉の枝肉価格は大幅に低下。同年５月の緊急事態
宣言解除後、経済活動の再開や輸出の回復に伴い上昇し、11月以降は前年を上回る水準で推移。一方、豚肉の枝肉価格
は、巣ごもり需要が旺盛となり、2020（令和２）年は例年より高い水準で推移し、2021（令和３）年は例年並で推移。

• 全国、北海道ともに、卸売価格と同様、肉用牛の子牛取引価格も2020（令和２）年２月以降に下落していたが、その後回復。

（千円/頭）
（円/kg）

※和牛：牛枝肉、A-5規格 交雑牛：牛枝肉、B-3規格 豚：豚枝肉、上規格
※全国25市場（10中央卸売市場、15地方卸売市場）の平均価格 ※交雑牛：乳牛と和牛又は外国牛（肉用専用種）との交雑種の牛

出典：農林水産省「食肉流通統計」から北海道局作成

（千円/頭）

（百万円）

出典：農林水産省「農林水産物輸出入情報（月別）」から北海道局作成
21

※全国99市場の平均価格

※道内10市場の平均価格

注 ：R1：体重100kg以上340kg以下、日齢100日以上399日以下 R2,R3：日齢182日以上365日以下
注 ：交雑種・乳：乳用種を父又は母とする交雑種
出典：農畜産業振興機構 畜産経営対策部「肉用子牛取引情報」から北海道局作成
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【Ⅱ-14】 牛乳・乳製品に対する影響

• 牛乳生産量は、学校給食用や業務用の需要が減少したことにより減少。学校給食用の比率の大きい都府県において2020
（令和２）年３～５月に生産量が前年よりも減少したが、その後は巣ごもり需要等により増加。

• 牛乳等の生産量減少に伴い、長期保存できる脱脂粉乳・バターの生産量が増加し、在庫量が増加。

（千t）

（千t）

22出典：農林水産省「牛乳乳製品統計」から北海道局作成

出典：農林水産省「牛乳乳製品統計」から北海道局作成

出典：農林水産省「牛乳乳製品統計」から北海道局作成

（百万リットル）

※学校給食用の割合：12.4％（R1）※学校給食用の割合：3.5％（R1）

業務用、学校給食用の需要減少に伴う
牛乳生産量の減少

出典：農林水産省「牛乳乳製品統計」から北海道局作成

（百万リットル）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生乳処理量の内訳（R2北海道）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生乳処理量の内訳（R2都府県）

出典：農林水産省「牛乳乳製品統計」から北海道局作成 出典：農林水産省「牛乳乳製品統計」から北海道局作成

牛乳等向けの比率が大きい（90.4％）乳製品向けの比率が大きい（83.6％）

生乳処理量：362万t（都府県への移出量53万t除く） 生乳処理量：382万t（北海道からの移入量53万t含む）

脱脂粉乳・バターの
生産量の増加
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【Ⅱ-15】 木材への影響（全国）

• 国内では、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う部材供給停滞や営業活動自粛等によって、新設住宅着工の遅れにつなが
り、製材品出荷量も減少。その後、2020（令和２）年秋頃より、住宅着工及び製材品出荷量は持ち直している。

• 一方、アメリカにおける住宅着工数の増加、中国における木材需要の増大及び世界的なコンテナ不足による運送コストの増
大等の影響により、木材輸入価格が上昇傾向。

• また、輸入木材の代替として、国産材への引き合いが強くなり、木材価格が上昇傾向。

出典：国土交通省「住宅着工統計」から北海道局作成

出典：農林水産省「木材需給報告書」「製材統計」から北海道局作成 出典：農林水産省「木材需給報告書」「木材価格統計」から北海道局作成

（千戸）

（製材）
（千円/m3）

（素材）
（千円/m3）

（千m3） （千m3）

※製材：すぎ正角（乾燥材）、厚10.5cm、幅10.5cm、長3.0m、2級
素材：すぎ中丸太、径14.0～22.0cm、長3.65～4.0m

（千円/m3）

R3.4月以降、
国産材価格が上昇

23

※ 輸入額を輸入量で除して算出。

（億円）

出典：農林水産省「農林水産物輸出入概況」「農林水産物輸出入情報」から北海道局作成 出典：農林水産省「農林水産物輸出入概況」「農林水産物輸出入情報」から北海道局作成

出典：農林水産省「農林水産物輸出入概況」「農林水産物輸出入情報」から北海道局作成

R3.4月以降、
国産材価格が上昇
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【Ⅱ-16】 輸出入

• 2020年の全国の輸出入について、輸出は自動車、自動車の部分品等が減少し、対前年比11.1％減少。輸入は原粗油、液
化天然ガス等が減少し13.7％減少。輸出と輸入の総額は12.4％減少。

2021年上半期分については、輸出は自動車、自動車の部分品等が増加し、対前年同期比23.2％増加。また、輸入は非鉄
金属、通信機等が増加し、12.2％増加。総額は17.5％増加。

• 2020年の北海道の輸出入について、輸出は再輸出品 、自動車の部分品、魚介類・同調製品などが減少し、対前年比
26.4％の減少。輸入は原油・粗油、石炭などが減少し、対前年比30.0％減少。総額は対前年比29.3％減少。

2021年上半期の輸出は自動車の部分品、魚介類・同調製品、鉄鋼くずなどが増加し、対前年同期比16.8％増で、５期ぶり
のプラス。輸入は原油・粗油、一般機械などが増加し、対前年同期比9.8％増で、５期ぶりのプラス。総額は11.1％増加。

※ 再輸出品：輸入した商品を再び輸出するもの（品目は非公表）

出典：函館税関「令和２年分 北海道外国貿易概況（速報）」から北海道局作成

外国貿易額の推移（北海道）外国貿易額の推移（全国）

（年）（年）

出典：財務省「貿易統計 令和２年分（確々報）」から北海道局作成 24
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▲12.4%
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【Ⅱ-17】 食品輸出
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出典：財務省「貿易統計」、農林水産省「農林水産物輸出入概況」、北海道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告書」から北海道局作成

【主な内訳】
ホタテガイ：225
億円（減96億円）
ナマコ112億円
（減9億円）

25

新型コロナウイルス感染症の影響等により輸出額が増加・減少した主な品目（北海道）

出典：北海道「北海道食の輸出拡大戦略＜第Ⅱ期＞推進状況報告書」、函館税関調査統計課「玉ねぎの輸出」から北海道局作成

• 新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、2020（令和２）年の全国の農水産物・食品輸出額は、６月までは前年同月比で減
少傾向で推移したが、７月以降は増加し、年間では前年比増。2021（令和３）年も６月までは増加傾向で推移。

• 2020（令和２）年の北海道の食品輸出額は、ホタテガイの輸出単価下落の影響等により、概ね年間を通じて前年同月比減少
傾向で推移し、年間でも前年から86億円減少し、578億円。品目別では、たまねぎや豚肉等の輸出が増加した一方、ホタテガ
イやナマコ等の水産物の輸出が減少。2021（令和３）年は概ね増加傾向で推移。

品目
R1

輸出額
R2

輸出額
増加額 主な増加要因

たまねぎ 3.4 14.5 11.1
豊作及び国内向けの加工業務用需要が伸び悩ん
だことより、台湾向け輸出が増加。

ブリ・サバ 7.1 15.7 8.6
ブリはベトナム向け、サバはタイ向けの輸出が増加
した。

豚肉 0.7 4.8 4.1
内食需要の増加や新たな商流の確立により、香港
やシンガポール向け輸出が増加。

ミルク・クリーム 10.0 11.2 1.2 内食需要の増加に伴い、香港向けの輸出が増加。

鶏卵 1.1 1.7 0.6
内食需要の増加に伴い、衛生面で安全性の高い日
本産の需要が香港で増加。

○新型コロナウイルス感染症の影響等による輸出額の増加が大きい主な品目（単位：億円）

品目
R1

輸出額
R2

輸出額
減少額 主な増加要因

ホタテガイ 321.7 225.3 -96.4
外食需要の減少に伴い、輸出単価が下落し、輸出
額が減少。

ナマコ 120.9 112.2 -8.7
外食需要の減少に伴い、輸出単価が下落し、輸出
額が減少。

菓子類 54.8 46.5 -8.3
海外百貨店等での販売の減少や物産フェアの中止
による影響により、輸出が減少。

ながいも 13.3 11.3 -2.0
凍害の発生や海上コンテナ不足の影響により、アメ
リカ向けの輸出が減少。

○新型コロナウイルス感染症の影響等による輸出額の減少が大きい主な品目（単位：億円）



（暦年）

出典：北海道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告書」から北海道局作成

369
332 359

576

663

773
702 674

774

664

578

0

200

400

600

800

1,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

道
産
食
品
輸
出
額

道産食品輸出額
（億円）

基準値

（暦年）

57.4%

55.1%

48.4%

51.5%

48.4%

39.0%

16.5%

14.5%

16.8%

15.8%

18.2%

19.4%

15.3%

13.8%

14.3%

13.4%

14.4%

17.0%

3.1%

3.9%

2.9%

2.1%

2.6%

4.5%

1.8%

2.1%

2.6%

2.4%

3.5%

5.1%

4.1%

7.8%

12.0%

11.5%

8.2%

8.0%

1.9%

2.9%

3.1%

3.3%

4.7%

7.1%

平成27年

（773億円）

平成28年

（702億円）

平成29年

（674億円）

平成30年

（774億円）

令和元年

（664億円）

令和2年

（578億円）

平成27年～令和２年道産食品輸出額の内訳（主要品目別）
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ながいも・たまねぎ その他の農畜産物・農畜産加工品 菓子類
その他（その他加工食品） 出典：北海道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告書」から北海道局作成
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【Ⅱ-18】 食品輸出（道産食品）
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出典：北海道「北海道食の輸出拡大戦略推進状況報告書」から北海道局作成
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【Ⅱ-19】 食品輸出（道産食品）
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【Ⅱ-20】 物流（自動車貨物輸送）

• 自動車貨物輸送について、全国、北海道ともに2020（令和２）年は前年同期と比べ減少傾向で推移。

• 2020（令和２）年に貨物量が減少した主な品目は、全国、北海道ともに水産品、製造食品、日用品、取合せ品等となっている
ほか、全国では輸送用機械部品、北海道では食料工業品などが減少。

（百万トン）

注： 上記グラフでは令和元年５月・６月を平成31年として整理している。
備考：製造食品（肉製品、酪農製品、缶詰、菓子、調理冷凍食品）、食料工業品（飲料、その他の食料工業品（調味料類、でんぷん類、酵母、動物性製造食品、飲料水、たばこ等））、取合せ品（引越荷物、郵便物・鉄道便荷物・貨物、自動車特別積合せ貨物）
出典：国土交通省「自動車輸送統計調査」から北海道局作成
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1～3月 4月～6月 7月～9月

水産品 ▲20.3% ▲45.9% ▲26.0%
輸送用機械部品 26.0% ▲46.8% ▲62.2%
製造食品 20.1% ▲44.4% ▲41.6%
日用品 ▲22.1% ▲51.0% ▲52.8%
取合せ品 ▲18.1% ▲54.6% ▲39.6%

貨物量が減少した主な品目と対前年同期比
（R2とR1・H31比較）（北海道）

1～3月 4月～6月 7月～9月

水産品 ▲32.7% ▲90.1% ▲59.2%

製造食品 6.6% ▲76.7% ▲75.5%
食料工業品 12.2% ▲61.0% ▲79.5%
日用品 4.4% ▲66.1% ▲58.6%

取合せ品 8.6% ▲55.2% ▲61.8%

自動車貨物（輸送トン数）の推移（全国） 自動車貨物（輸送トン数）の推移（北海道）
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【Ⅱ-21】 道路交通量（北海道）

• 北海道内高速道路１日当たり交通量は、2020（令和２）年度146,105台／日で対前年度比20.0％減少。

• 2020（令和２）年２月から2021（令和３）年６月までの北海道内一般国道における道路状況をみると、緊急事態宣言中の2020
（令和２）年４～５月の対前年同月比の落ち込みが大きく、宣言解除後は概ね前年の９割前後で推移。

出典：NEXCO東日本「高速道路の月別通行台数」から北海道局作成

北海道内の道路交通状況 【主な都市（道内９都市）】（R2.2～R3.6）

データ：直轄国道9地点の平均交通量
国道12号 札幌市、 国道278号 函館市、国道5号 小樽市
国道12号 旭川市、 国道37号 室蘭市、 国道38号 釧路市
国道236号 帯広市、国道39号 北見市、 国道40号 稚内市

29
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出典：北海道開発局調べ
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（万トン）内貿貨物の動向（全国） 内貿貨物の動向（北海道）

30

【Ⅱ-22】 物流（鉄道・内貿貨物輸送）

• 鉄道貨物輸送について、全国的な新型コロナウイルス感染症に伴う需要低迷などにより、全国、北海道ともに2020（令和２）
年は前年と比較して減少傾向で推移（年間貨物数量は対前年比（全国）7.6％減少、同（北海道）1.4％減少）。

• 内貿貨物輸送についても同様に、全国、北海道の2020（令和２）年は前年と比較して下回って推移（年間貨物数量は対前年
比（全国）9.4％減少、同（北海道）12.5％減少） 。

出典：国土交通省「鉄道輸送統計調査」から北海道局作成
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全国空港 航空貨物輸送量の推移（国内） 北海道内空港 航空貨物輸送量の推移（国内）

全国空港 航空貨物輸送量の推移（国際） 北海道内空港 航空貨物輸送量の推移（国際）

（万トン） （千トン）

（万トン） （トン）

【Ⅱ-23】 物流（航空貨物輸送）

• 航空貨物輸送について、2020（令和２）年の国内・国際線は全国空港、北海道内空港ともに概ね前年を下回って推移（年間貨
物輸送量は対前年比（全国）国内線32.2％減少、同（全国）国際線14.9％減少、同（北海道）国内線30.3％減少、同（北海道）
国際線42.6％減少）。

• 2021（令和３）年については、国際線が対前年同月を上回って推移。

出典：確定値（R3.3月まで）：航空局「空港管理状況調書」
速報値（R3.4月以降）：東京航空局「管内空港の利用概況集計表」、大阪航空局「管内空港の利用概況集計表」から北海道局作成

31出典： 確定値（R3.3月まで）：航空局「空港管理状況調書」
速報値（R3.4月以降）：東京航空局「管内空港の利用概況集計表」から北海道局作成
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【Ⅱ-24】 来道外国人旅行者数の推移

• 来道外国人旅行者数は2012（平成24）年以降急増、2019（令和元）年では301万人（全国の9.4％）となったが、2020（令和２）
年は急減し１－３月期のみの53万人。４月以降、対前年同期比100％減となり、対前年比でも82.4％減少。

• 来道外国人旅行者数の全国シェアが、ここ数年間９％台での推移から2020（令和２）年は12.8％に増加したのは、渡航禁止前
の北海道の冬の観光が影響したものと想定。

出典：日本政府観光局「訪日外客数」、北海道「北海道観光入込客数調査報告書」から北海道局作成

来道外国人旅行者数の推移（暦年）

1-3月:100％減

(万人）
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【Ⅱ-25】 港別外国人入国者数（北海道）

出典：出入国在留管理庁「出入国管理統計統計表」から北海道局作成

注１：Ｒ３年は５月までのデータ
注２：道内発着の国際線は、新型コロナウイルス感染症の影響によりＲ２年３月26日から全て運休している。

注１：Ｒ３年は５月までのデータ
注２：複数港に寄港した場合、入国者数として計上されるのは１港目のみのため、

クルーズ船で各港に訪れた外国人の人数とは異なる。
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• 空港からの外国人入国者数は、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前までは増加傾向だったが、2020（令和２）年は
大幅減(対前年比84％減少）。

• 港からの外国人入国者数は、クルーズ船寄港回数の増加に伴い2014（平成26）年以降は増加していたが、2020（令和２）年
は大幅減（対前年比約100％減少）。
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【Ⅱ-26】 国内観光客数（北海道）

• 北海道内の観光入込客数（道内日本人）は、2014（平成26）年以降大きな変化は無かったが、2020（令和２）年は前年から1,418
万人減の3,221万人（30.6％減少）。

• 北海道内の観光入込客数（道外日本人）は、2019（令和元）年まで増加傾向にあったが、2020（令和２）年は前年から379万人
減の261万人（59.2％減少）。

• 北海道内の観光入込客数（外国人）は、 2019（令和元）年まで増加傾向にあったが、 2020（令和２）年は前年から248万人減の
53万人（82.4％減少）。

• 北海道内の延べ宿泊者数は2019（令和元）年までは、道内日本人、道外日本人とも大きな変化は無かったが、2020（令和２）年
は前年と比べ道内日本人は200万人減の1,117万人（15.2％減少）、道外日本人は624万人減の713万人（46.7％減少）、外国人
は676万人減の205万人（76.7％減少） 。
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(年)

出典：観光庁 「宿泊旅行統計調査」 から北海道局作成（従業者数９人以下の事業所含む）
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【Ⅱ-27】 宿泊者数

• 来道外国人延べ宿泊者数は、2020（令和２）年２月以降急減し、大きく減少した状態が継続。

• 日本人延べ宿泊者数（北海道）は、同年３月以降急減し、６月以降徐々に回復傾向にあったものの11月以降は再び減少傾
向。

日本人延べ宿泊者数の推移（北海道）外国人延べ宿泊者数の推移（北海道）

注 ：月別客室稼働率及び月別延べ宿泊者数の令和３年１月～６月は速報値 出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」から北海道局作成（従業者数９人以下の事業所含む）

日本人延べ宿泊者数の推移（全国）外国人延べ宿泊者数の推移（全国）
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【Ⅱ-28】 旅客数・輸送人員数（北海道）（鉄道、乗合ﾊﾞｽ、ﾊｲﾔｰ・ﾀｸｼｰ）

• 北海道の鉄道旅客数は、2020（令和２）年３月から減少し、６月から回復傾向にあったが、11月以降低迷。

• 2020（令和２）年度の道内乗合バス輸送人員、道内ハイヤー・タクシー輸送人員は、前年度と比べ大幅に減少傾向。

（年度）
36

（年度）

出典：北海道交通政策局交通企画課「北海道の交通の状況」、 北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸 令和元年版」、
「北海道の運輸の動き月報（令和３年７月発表）」から北海道局作成。

出典：北海道運輸局 「北海道の運輸の動き月報（令和３年７月発表）」

注 ：令和３年２，３月の数値は速報値
出典：北海道交通政策局交通企画課「北海道の交通の状況」、北海道運輸局「数字でみる北海道の運輸 令和元年版」、

「北海道の運輸の動き 月報（令和３年７月発表）」から北海道局作成
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注：鉄道旅客数にはJR北海道、民鉄、地下鉄、路面電車を含む。
出典：国土交通省「鉄道輸送統計調査」から北海道局作成
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１ 新型コロナウイルス感染症による影響

Ⅰ 新型コロナウイルス感染者数推移（全国、北海道）

Ⅱ 経済、産業の主な影響

Ⅲ 地域、暮らしの主な影響
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【Ⅲ-１】 人口移動（北海道と札幌市）

• 2020（令和２）年の北海道（対道外）の人口移動は、1,675人の転出超過（前年から6,085人減少、78.4％減少）。
地域別では、関東に対する転出超過数が2,800人に減少（前年から4,880人減少、63.5％減少）。

• 札幌市については、2020（令和２）年は 9,799人の転入超過（前年から1,397人増加、16.6％増加）。
地域別では、道外への転出超過数が672人に減少（前年から2,363人減少、77.9％減少。うち、関東への転出超過数は1,451人
となり1,949人減少、57.3％減少）。道内からの転入超過は継続。

（人）

（転入超過）

（転出超過）

▲78%
▲64%

注１： 「道外計」には、「国外等」に係る転入転出者数を含まない。また、日本人のみ。
注２： 地域の区分は以下のとおり。

札幌： 札幌市 道央（札幌除く）： 空知総合振興局、石狩振興局（札幌市を除く）、後志総合振興局、胆振総合振興局、日高振興局 道南： 渡島総合振興局、檜山振興局
道北： 上川総合振興局、宗谷総合振興局、留萌振興局、留萌振興局 オホーツク： オホーツク総合振興局 十勝： 十勝総合振興局 釧路・根室： 釧路総合振興局、根室振興局
東北： 青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 関東： 茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 北陸： 新潟県、富山県、石川県、福井県
中部： 長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 近畿： 滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 中国： 鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
四国： 徳島県、香川県、愛媛県、高知県 九州： 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県 沖縄： 沖縄県

出典： 【道内】 北海道総合政策部情報統計局統計課「北海道住民基本台帳人口移動報告」
【道外】 転入： 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

転出： 北海道総合政策部情報統計局統計課「北海道住民基本台帳人口移動報告」から北海道局作成
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【Ⅲ-２】 人口移動（東京都と北海道）

• 東京都は、2021年３月に９か月ぶりの転入超過に転じ、４月も転入超過が継続していたが、５月には再び転出超過に転じる
こととなり、６月も同程度の転出超過継続後、７月は前年同月を上回るほど転出超過数が増大。

• 北海道は、対東京では2021年１月に転出超過に転じ、以降転出超過が継続していたが、３月をピークにその後は超過数が
減少を続け、６月には再び転入超過に転じることとなり、７月は転入超過数が増大。

※ なお、北海道は、対全国では2020年４月以降2021年２月まで転入超過が続いており、３月に転出超過となったものの、 ４月
に再び転入超過となって以降７月まで継続して転入超過となっている（７月は前月より大幅増の1,149人転入超過）。

注：「マイナス」は転出超過数

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」から北海道局作成

（人）

注 ：「マイナス」は転出超過数
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東京都の転入超過数（対全国）の推移 北海道の転入超過数（対東京）の推移
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• 東京都は毎年７～８万人の転入超過で推移してきたが、2020年の転入超過は3.1万人（前年比で62.5％減少）。

• 東京都に対して転出超過が続いていた千葉県、神奈川県は2020年に転入超過となり、また、2020年の”その他道府県”の転
入超過数が前年比36.7％減少。

（参考） 東京圏の人口移動

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」から北海道局作成
注１： 外国人を含む
注２： △は転出超過

東京都の転入超過数推移（対埼玉県、千葉県、神奈川県、その他道府県）
（人）
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▲ 3,301 ▲ 1,966
▲ 5,110 ▲ 5,874 ▲ 6,078 ▲ 6,428

▲ 11,431

5,402 5,155 1,151 271 1,069 1,479

▲ 4,539

6,458 5,585 7,040 5,821 4,200 2,713

▲ 6,874
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▲62.5%

▲36.7%



2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

北海道R1 北海道R2 北海道R3

北海道R2平均 北海道R1平均

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

8.5

9.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

全国R1 全国R2 全国R3

全国R2平均 全国R1平均

【Ⅲ-３】 妊娠届出数の推移

• 2020（令和２）年の妊娠届出数は、全国では４月以降、北海道では１月から前年を下回っており、１月から12月までの平均は
全国では4.9％減少、北海道では6.6％減少。

• 2020（令和２）年の婚姻数も減少しており、2021（令和３）年の出生数が減少する可能性。

出典：厚生労働省「妊娠届出数の状況について」（令和３年８月27日）から北海道局作成

妊娠届出数の推移（全国）

（万件）

▲4.9%
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（件）

妊娠届出数の推移（北海道）

▲6.6%



【Ⅲ-４】 食生活への影響（全国）

• コロナ禍において、自宅での内食と中食が増加する一方で外食が大きく減少するなど、食事のスタイルが変化。

• 内食や中食の増加に伴って、麺類、米、肉、牛乳・乳製品、野菜などを利用する機会が増加。

出典：（一社）Ｊミルク「牛乳乳製品に関する食生活動向調査2020」から北海道局作成

飲食店での利用
（外食）

中食
（自宅外で購入した惣菜や弁当を自宅で食事）

デリバリー
（料理をデリバリーして自宅で食事）

内食
（自分や家族が調理したものを自宅で食事）

コロナ禍での食事スタイルの変化

コロナ禍の中で利用が増加している食品

23.2 

19.2 
17.2 

12.7 11.8 
8.9 8.6 8.1 7.9 7.5 7.0 6.5 5.6 5.2 5.1 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0
(％)

33.4 

63.4 

3.3 9.2 

75.8 

15.0 
25.2 

68.6 

6.2 5.2 

38.1 
56.7 

※調査概要
調査手法：インターネットを活用

した、消費者パネルに
対するアンケート調査

調査時期：令和2年10月30日
～11月5日

調査人数：10,500人
（全国の15歳～79歳）

※調査概要は上表のものと同様
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【Ⅲ-５】 食料支出に対する影響（全国）

• コロナ禍においても食料支出額には大きな変化が見られないが、外出自粛の影響で外食費は減少。

• 巣ごもり消費の影響により、生鮮食品や、パスタ・即席麺、冷凍調理食品等の加工食品の支出が増加。

出典：総務省「家計調査（二人以上の世帯 支出金額）」から北海道局作成

(円) (円)

※ 外食は、原則として、飲食店における飲食費。飲食店（宅配すし・ピ
ザを含む）により提供された飲食物は、出前・宅配・持ち帰りの別にかか
わらず、全て｢外食｣に分類する。また、学校給食も含む。
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【Ⅲ-６】 オンライン診療の時限的・特例的な取り扱い

• 新型コロナウイルス感染症拡大を受け、2020年４月より、初診から電話や情報通信機器を用いた診療を行うことが、時限
的・特例的な取り扱いとして措置。

• 電話や情報通信機器を用いた診療を実施できるとして登録した医療機関数は、全医療機関のうち約15％で、北海道は849
機関21.7％。

• 新型コロナウイルス感染症拡大後の４月から６月にかけて上記登録をした診療機関数は急増しており、北海道の登録医療
機関で初診から対応できるのは約1/4の208機関。

全国平均 約15%

初診から実施

208

(24.5%)

電話や情報通信機器を用いて診療を

実施できる医療機関登録数（北海道）

（登録医療機関：849）

注 ：「初診から実施」は、「新型コロナウイルス感染症の拡大に際しての電
話や情報通信機器を用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて」
（令和２年４月10 日厚生労働省医政局医事課、医薬・生活衛生局総務課
事務連絡）に基づく対応を行っている可能な医療機関数

出典：厚生労働省HPから北海道局作成

電話や情報通信機器を用いた診療を実施できるとして登録した医療機関数と
全医療機関数の比較（都道府県別）

注１：「全体」は、医療施設動態調査（令和２年４月末概数）における病院及び一般診療所の合計（110,898施設）
注２：「登録医療機関数」は、令和３年４月30日時点の都道府県報告の集計による。

出典：厚生労働省「第15回オンライン診療の適切な実施に関する指針の見直しに関する検討会」（令和３年５月31日）資料から北海道局作成 44
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Ａ Ｂ Ｂ／Ａ a b b／a

校 校 ％ 校 校 ％

18,976 4,895 25.8% 19,179 1,436 7.5%

9,208 2,135 23.2% 9,285 587 6.3%

121 42 34.7% 91 9 9.9%

3,534 1,224 34.6% 3,548 281 7.9%

専門学科・総合学科

単独及び

複数学科設置校
1,854 620 33.4% 1,856 147 7.9%

33 18 54.5% 32 4 12.5%

1,086 554 51.0% 1,084 212 19.6%

32,958 8,868 26.9% 33,219 2,529 7.6%

義 務 教 育 学 校

高 等 学 校

中 等 教 育 学 校

特 別 支 援 学 校

合 　　　計

学校種

小 学 校

中 学 校

遠隔教育を
実施している

割合

令和２年度 令和元年度

学校数
遠隔教育を

実施している
割合 学校数

【Ⅲ-７】 コロナ禍におけるオンライン教育の実施（全国）

• 小中高等学校等において、遠隔教育を実施した学校設置者の割合は、2019（令和元）年度で7.6％であったが、2020（令和２）
年度には26.9％に増加。

• 全国における大学生へのオンライン授業（2020（令和２）年度後期）において、９割超の大学生はオンライン授業を利用。 う
ち、「オンラインがほとんど・すべてだった」と回答した率は59.6％。

オンライン教育（大学生）の割合【全国】
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出典：文部科学省「新型コロナウイルス感染症の影響による学生等の学生生活に関する調査」（令和３年５月25日）公表

注１：令和２年度は速報値
注２：「遠隔教育」とは「遠隔システム」を活用した同時双方向で行う教育をいう。

（文部科学省「『遠隔教育の推進に向けた施策方針』の策定について（通知）」（平成30年9月20日））
出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」から北海道局作成

遠隔教育の実施状況【全国】



【Ⅲ-８】 テレワークの拡大

• テレワークの実施率は全体に上昇し、2021年４-５月の東京都23区の実施率は53.5％（地方圏の実施率は21.9％）。業種別の
テレワーク実施率は、情報通信産業が76.9％でもっとも高い。

• 北海道内企業においても新型コロナウイルス感染症拡大によりテレワーク導入は拡大（2020年６月・７月時点における道内
のテレワーク導入企業20.7％（うち感染症拡大後の導入企業：16.4％））。

（出典）北海道「令和２年度（2020年度）道内民間企業におけるテレワーク普及実態調査の結果について」（令和２年６月～７月調査）

出典：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和３年６月４日）

地域別テレワーク実施率（就業者）
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業種別のテレワーク実施率

出典：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和３年６月４日）

北海道のテレワーク導入状況



【Ⅲ-９】 テレワークの拡大（意識の変化）（全国）

• テレワークを新たに実施した就業者について、「感染症拡大前よりも、生活を重視するように変化」と回答したのは37.4％、「感
染症拡大前よりも、仕事を重視するように変化」と回答したのは5.7％（第３回調査（2021年４-５月））。

• コロナ禍収束後もテレワークを希望する人は７割以上。
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出典：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」
（令和３年６月４日）

コロナ禍収束後もテレワークを行いたいか

出典：日本生産性本部「第６回働く人の意識に関する調査 調査結果レポート」（2021年７月16日）

テレワークを新たに実施した就業者の意識（第３回調査時点）

○ワークライフバランスの意識



【Ⅲ-10】 地方への関心の高まり（全国）

• 東京都23区在住者20歳代で、「地方移住への関心を持っている」と回答した割合は、コロナ後に増加傾向［38.9％(2019（令和
元）年12月）→48.2％（2021（令和３）年４-５月）］。

• 地方移転への関心が高い理由として、「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じたため」、「ライフスタイルを都市部での
仕事重視から地方での生活重視へ変えたい」と回答した割合は増加。
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出典：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」
(令和３年６月４日)から 北海道局作成

出典：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和３年６月４日)

地方移住への関心理由（東京在住で地方移住に関心がある人）
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１ 新型コロナウイルス感染症による影響

２ 第８期計画の中間点検以降における主な政策



第８期計画の中間点検以降における主な政策

①「国土の長期展望」と国土形成計画の関係
○令和３年６月 「国土の長期展望」とりまとめ・公表（51頁)。
○令和３年７月 第23回国土審議会で新たな国土形成計画を調査審議する計画部会を設置。
○令和３年９月 国土審議会第１回計画部会で新たな国土形成計画の策定に向け審議を開始（52頁）。

②カーボンニュートラルの関係
○令和３年３月 北海道庁において「ゼロカーボン北海道」をキャッチフレーズに「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）」を策定（53頁)。
〇令和３年４月 気候変動サミットで「2030年度に温室効果ガスを2013年度から46%削減することを目指し、さらに50%の高みに挑戦を続ける」

と総理が表明。
○令和３年５月 「地球温暖化対策推進法の一部を改正する法律」が成立。2050年カーボンニュートラルを基本理念として位置づけ。
○令和３月６月 「地域脱炭素ロードマップ」を取りまとめ。2050年脱炭素社会の実現に向けて2030年度までに集中して行う施策などを提示。
○令和３年６月 「カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定（54頁)。

③社会資本整備、交通、国土強靱化の関係
○令和３年３月 「新たな住生活基本計画」を閣議決定。
○令和３年４月 「災害対策基本法等の一部を改正する法律」が成立。
○令和３年４月 「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律」が成立（55頁)。
○令和３年５月 「第５次社会資本整備重点計画」を閣議決定（56頁)。
○令和３年５月 「第２次交通政策基本計画」を閣議決定（57頁）。
○令和３年６月 「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）」を閣議決定。
○令和３年６月 「国土交通技術行政の基本政策懇談会サードステージとりまとめ」を公表。
○令和３年７月 「国土交通グリーンチャレンジ」をとりまとめ。
○令和３年８月 「地方ブロックにおける社会資本整備重点計画」を策定。

④農林水産業や農山漁村の振興の関係
〇令和３年３月 「土地改良長期計画」を閣議決定。
○令和３年３月 食料・農業・農村基本計画（令和２年３月）に基づき 「農業ＤＸ構想」をとりまとめ。
○令和３年５月 「みどりの食料システム戦略」を策定（58頁)。 ※2050年農林水産業のCO2ゼロエミッション化の実現 等
○令和３年６月 「脱炭素社会の実現に資するための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」が成立。

※「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」から名称変更。
〇令和３年６月 「森林・林業基本計画」を閣議決定（59頁）。

⑤科学技術の関係
○令和３年３月 「第６期科学技術・イノベーション基本計画」を閣議決定。
○令和３年５月 「デジタル社会形成基本法」「デジタル庁設置法」「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」が成立。
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国土づくりの３つの視点 ：

Ⅲ.  ネットワーク

デジタルとリアルの融合により、利便性の高い地域を多数創出

Ⅱ. グローバル
国際競争の中で「稼ぐ力」を維持・向上

持続可能で多彩な地域生活圏の形成 産業基盤の構造転換と大都市のリノベーション

情報・交通ネットワークや人と土地・自然・社会とのつながり

人と情報： 「情報通信ネットワーク」の強化

人と社会： 共生社会の実現人と土地： 国土の適正管理 人と自然：災害・地球環境問題対応

人と人・モノ： 「交通ネットワーク」の充実

Ⅰ. ローカル

国土づくりの目標 ： 『真の豊かさ』を実感できる国土

① 安全・安心 ③ 快適・喜び ④ 対流・共生② 自由・多様

○ 災害対応や医療の充実

○ 地域における暮らしの維
持

○ 多様な選択肢から、自由

に選べる働き方・暮らし
方・生き方

○暮らしの利便性や「稼ぐ力」
（物的豊かさ）

○ 豊かな自然、文化や生きがい
（心的豊かさ）

○ 人・モノ・情報の交流

○多様な人々を支えあい、
共感し、共に生きる社会

「真の豊かさ」は個々人の価値観に基づき多様で、一様には示せない ⇒ それを追い求めるために、以下のような共通の土台は必要

課題認識
（１）中位推計を大幅に下回る出生数 （２）新型コロナウイルス感染症の拡大 （３）風水害を中心とした自然災害の激甚化・頻発化

（４）デジタル革命の急速な進展 （５）2050年カーボンニュートラルの宣言（地球環境問題の切迫）

（平成27年の現行国土形成計画策定後にも、我が国の持続可能性を脅かしかねない急激な状況の変化）

デジタル世界の到来は、地理的条件で不利な地方の再生の好機
価値観が多様化する中で、より貴重となるリアルの世界
「コンパクト＋ネットワーク」による持続可能な地域づくりの必要性

『デジタルを前提とした国土の再構築』
～人口減少下でも安心して暮らし続けられる国土へ～

国土の長期展望

○「国土の長期展望」（最終とりまとめ） （令和3年6月 国土審議会計画推進部会）

○国土審議会に計画部会を設置し、新たな「国土形成計画」の策定に向け審議を行う旨、決定（R3.7.2）
○計画部会第１回は9/28（火）開催。（以降、計画部会を順次開催）
○来年初夏、新計画の中間とりまとめ（予定）

なお、広域地方計画については、来年秋に新計画の骨子公表（予定）
出典：国土政策局
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新たな国土形成計画の策定に向けて（案）

出典：国土政策局「国土審議会第１回計画部会」（令和３年９月28日）資料５
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北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）の概要

出典：北海道「北海道地球温暖化対策推進計画（第３次）概要版」
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2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（概要）

出典：内閣官房「第４回気候変動対策推進のための有識者会議」（令和３年７月５日）資料 54



特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（概要）

出典：水管理・国土保全局・都市局「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第31号）について～流域治水関連法～」
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第５次社会資本整備重点計画（概要）

出典：総合政策局「第５次社会資本整備重点計画の概要」
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第２次交通政策基本計画（概要）

出典：総合政策局「第２次交通政策基本計画（概要）」
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みどりの食料システム戦略（概要）

出典：農林水産省ＨＰ
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森林・林業基本計画（概要）

出典：林野庁「森林・林業基本計画のポイント」から抜粋
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